
第１２回 金融庁契約監視委員会の概要 

 

 

１．開催日時：平成 24 年６月 12 日（火）14 時 00 分～15 時 30 分 

 

２．開催場所：中央合同庁舎第７号館１３階 共用会議室 

 

３．出席者：赤松委員長、石島委員、佐竹委員 

 

４．議題：平成 23 年度下半期に締結された契約等について 

前回開催時の委員の指摘事項にかかる対応について報告の後、平成 23 年度下

半期に締結した契約(59 件)のうち、各委員の抽出した以下の 13 件について審議。  

 

（１）総合評価落札方式による業者選定について 

① 金融庁業務支援統合システム用のハードウェア・OS 及び汎用パッケージソフ

トウェア納入 

② 空売り報告制度のシステム対応等に関する調査 

③ ベトナム資本市場の現状に関する実態調査 

④ 店頭デリバティブ市場の現状に関する実態調査 

 

（２）企画競争による業者選定について 

⑤ 「IOSCO 専門委員会・理事会合同会合及び国際コンファレンス」の実施に関す

る運営業務 

 

（３）EDINET 関係について 

⑥ 有価証券報告書等の開示書類に関する電子開示システム（EDINET）の次世代

システムに係る設計・開発 

⑦ EDINET の次世代システムに係る設計・開発のための PJMO 支援等業務 

 

（４）給与計算システム関係について 

⑧ 特別会計の新設に係る給与計算システムの変更開発等 

⑨ 給与計算システムの変更開発（標準共済システム向けデータ連携機能開発） 

 

（５）共同調達を採用する可能性について 

⑩ 金融庁宿舎管理システムのリプレース 

⑪ 健康管理システムの再構築 

⑫ 防災備蓄食料及び防災備品の購入 

 

（６）通信料の契約について 

⑬ 通信料 



 

５．主な審議内容 

 

○ 前回開催時の委員の指摘事項にかかる対応について（報告） 

① 貨物運送に関する請負契約 

質問・指摘 事務局からの説明 

・他省庁との共同調達を導入することは可

能か。 

・類似の業務を行っている省庁は、官所有

の自動車若しくはレンタカーを借上げ、

職員が直接運搬を行っていることから

共同調達は困難であるが、今後の貨物運

送の在り方について、どのような見直し

が可能か継続して検討する。 

 

② 一般乗用旅客自動車（タクシー）の供給、ハイヤーの供給 

質問・指摘 事務局からの説明 

・一般乗用旅客自動車の供給契約につい

て、応募参加資格の条件の一つとして、

24 時間配車可能な車両を 500 台以上所

有していることとされているが、本条件

は緩和できないのか。 

・業者の参入機会を増やし、競争性を確保

するため、車両保有台数を応募参加の条

件にしないこととする。 

・タクシー料金等は国土交通省関東運輸局

長の定める認可料金の上限で複数者と

契約をしているが、より低い価格で業者

が応募してきた場合の取り扱いについ

て。 

・応募参加資格に問題がないのであれば契

約を締結することとなっている。 

 

（１）総合評価落札方式による業者選定について 

① 金融庁業務支援統合システム用のハードウェア・OS 及び汎用パッケージソフ

トウェア納入 

② 空売り報告制度のシステム対応等に関する調査 

③ ベトナム資本市場の現状に関する実態調査 

④ 店頭デリバティブ市場の現状に関する実態調査 

質問・指摘 事務局からの説明 

・総合評価落札方式に基づく評価につい

て、各評価者の採点結果にばらつきがあ

る。 

・総合評価落札方式の評価方式について

は、対外的な説明力を高めるためにも見

直しの余地があるのではないか。 

・評価基準や採点方法について、各評価項

目の提案内容が良いか悪いかの結果が

明確に現れるようにしてきたところで

あるが、総合評価をより適切に実施でき

るよう評価基準や採点方法について検

討していくこととする。 

 



（２）企画競争による業者選定について 

⑤ 「IOSCO 専門委員会・理事会合同会合及び国際コンファレンス」の実施に関す

る運営業務 

質問・指摘 事務局からの説明 

特になし  

 

（３）EDINET 関係について 

⑥ 有価証券報告書等の開示書類に関する電子開示システム（EDINET）の次世代

システムに係る設計・開発 

⑦ EDINET に係る次世代システムの開発のための PJMO 支援等業務 

質問・指摘 事務局からの説明 

・本契約に関わらず、一者応札になった契

約について、ヒアリング、アンケート等

により要因を把握し、記録すべきではな

いか。 

・一者応札の要因を把握・分析して、より

競争的な調達を行えるよう改善を図っ

ていく。 

 

（４）給与計算システム関係について 

⑧ 特別会計の新設に係る給与計算システムの変更開発等 

⑨ 給与計算システムの変更開発（標準共済システム向けデータ連携機能開発） 

質問・指摘 事務局からの説明 

・「特別会計の新設に係る給与計算システ

ムの変更開発等」については、特別会

計の対象人数に比して多額の費用を要

しているのではないか。 

 

・多額の費用を要したのは、変更すべき機

能が多数存在したためであり、工数と金

額の適正性は確認している。 

なお、平成 27 年度を目標にして、全省

庁共通の人事・給与関連業務情報システ

ムの開発が進められており、本システム

導入後は省庁ごとの変更開発は原則とし

て不要となる見込みである。 

 

（５）共同調達を採用する可能性について 

⑩ 金融庁宿舎管理システムのリプレース 

⑪ 健康管理システムの再構築 

⑫ 防災備蓄食料及び防災備品の購入 

質問・指摘 事務局からの説明 

・健康管理システムについて、他省庁との

共同調達は可能か。 

・ご指摘を踏まえ、共同調達が可能か検討

していくこととする。 

 

 

 

 



（６）通信料の契約について 

⑬ 通信料 

質問・指摘 事務局からの説明 

・通信料は、契約件数が多ければ安くする

ことができるのではないか。他省庁との

共同調達について検討いただきたい。 

・ご指摘を踏まえ、共同調達が可能か検討

していくこととする。 

 


